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三田社会 学第9号(2004)

出 産 行 動 か ら み た 家 族 変 動

竹内 治彦

 家族変動が今回のシ ンポジ ウムのテーマである。三 田社会学に とって重要な先学であ る中井

信彦先生は、変動 とはあ るお さま りが別のお さま りにか わってい くことである と表現 されてい

た と記憶 してい る。家族 の変動 とい うよ うな、 日常 の繰 り返 しであ るもののが、 あるお さま り

の状態か ら別のお さま りの状態へ変化 してい く様 を捉 えるのは難 しい。有賀 ・喜多野論争を引

くまで もな く、家族をある一つ の固定 した形において とらえるのは困難 である。形 に注 目す る

のか、機 能に注 目す るのか、解釈 によって評価 は分 かれ る し、また、現実 に、死亡率や平均余

命 とい う、そ もそ もどれ くらい生 き続 ける条件 があるのか とい うこと、あるい は、産業化に伴

う経済活動の広が りといった外的条件が、その社会 の家族 を形成 しよ うとす る意思 とどの よ う

に関係 してい るのかわか らないか らだ。 外的条件 を離れ て、家族本 来の形 なるもの を弁別 しう

るか疑わ しい ところではあるが、家族は今、 ど うなって いるのかを、なるべ く本質的な ところ

で把握す るのはいかに可能 だろ うか。

 この よ うな大 きなテーマについて、総合的に論 じることは、浅学な筆者 には到底不可能であ

る し、また、 ここで期待 され てい る課題 で もないだろ う。本稿 では、基調報告 に関連す る二つ

のポイ ン トに絞 り、そ こに変動が見 られたかついて論 じることに したい。 二っのテーマ とは、

出産 と夫婦の関係 が一つ、 もう一つが女性 の就 業 とい うこ とである。 この二つ 目のテーマにつ

いては、全面的に論 じるのではなく、 とくに出産行動 と関連づけ られ るこ との多い、女性 の就

業率についてだ け言及す る ことにす る。

 まず、子 どもの出産 と夫婦 との関係 か ら、家族の変動について考察 してみたい。 第1義 的 に

は、基調報告か ら示唆 され る主題が、出産パ ター ンをキー ワー ドにす るものであ ることが、家

族変動にっいて これを基 準 と考 える一つの理 由なのだが、そ うした外在的、偶然的要因のほか

に、筆者 の研 究関心上の内在的な要因 もここにはある。筆者の ように産業社会学を専攻す る も

の にとって、家族 の機能 の第1は 労働 力の再生産で ある。 労働力 の再生産には二っの意味 があ

る。 一っは、 日々の労働力の再生産であ る。つ ま り日々、労働 し疲れて帰宅 して も、家族生活

の 中で、明 日への活力を取 り戻す ことである。 も う一つは、文字通 り労働力の再生産 、す なわ

ち、次世代を産み育てるこ とであ る。

 産業社 会における家族 には、無論 、他 の機能 もあ り、消費や生活の面で も重要な ものである。

だが、それ らは個 人に還元 して理解 す ることもで き、家族 とい うレベル を設定 しな くとも良い。

ところが、次世代 を生み 育て ることにつ いては、 とくに 日本 では家族 に限定 され て行 なわれて
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きた。婚外子の少な さは、 日本の出産行動の顕著 な特徴の一つになっている。それ ゆえ、 日本

では、次世代の育成 はほ とん ど家族関係 において行 なわれてきた とい うこ とがで きる。 そのた

め、凡そ家族 とい う段階をたて るのであれ ば、労働力の再生産、なかんず く次世代の育成 を家

族の 中心的な役 割に考えるこ とがで きる。

 一般 的な、出産 と死亡のパ ター ンを見た場合に、 日本 にお いて も、多産多死か ら多産少子 を

経て少 産少 死に至 る、いわゆる人 口転換 が見 られ る1)。 明治末 くらいまでが、凡そ多産 多死段

階、そ の後、多産少 子段階 を経 て、ベ ビーブー ムを終え ることで少産 少死段階 に入 る。1955

年か ら、合計特殊 出生率 は安 定 しているので、凡そ、1955年 が少産少 死段 階に入 った年 とい

えるだろ う。 また1975年 以降は、合計特殊 出生率 は置換水準の2.1を 超 えるこ とな く徐 々に

減少す る少子化 の段階 に入 り、以後 、ほぼ一環 して徐 々にだが確 実に低 下 し、今 日で は1.29

になっているのも周知の事柄 である。

 人 口転換 は、 きわ めて重要な社会変動なので、 これ をもって変動 と考えるのが、む しろ一般

的な考察だ ろ う。 しか し、家族変動 を考 えるときに、人 口転換を もって、果た して家族 におけ

る出産行動 の 「ある収ま り」に変動が生 じた と言い切 ることができ るだろ うか。出生率の変化

はた しか に重要だが、乳幼児死 亡率 を中心に した死 亡率が高 けれ ば、出生率の高 さは相殺 され 、

残 った家族 の 「収ま り」は 「大家族」 と呼べ るよ うなものにはな らない。逆に 日本ほ ど劇 的に

合計特殊出生率 は変化 していないのに、家族 の形、結婚の形、出産 の形は変化 してい る社 会 も

存在す る。

 ここで注 目したいのは婚外子率であ る。 ヨー ロッパ諸国の婚外子率は高い。2000年 の統計

による と、 もっとも高い スウェーデ ンは55.33%ほ どあ り、 ノル ウェー(49.58%)や デ ンマー ク

(44.57%)も50%に 近い ところにいる。以前は中位 の国だ った フランスも42.61%、 イ ギ リスも

39.48%と40%程 になってい る。 比較 的低 い ドイ ツが23.41%で 、イ タ リア(9.66%)や ギ リシャ

(4.02%)が 最低の ところで ある2)。 ヨー ロ ッパ以外 を見て も、やは り少 子化が進んでい るオー

ス トラ リアで、1976年 の9.3%が 、1998年 には28.7%に まで上昇 している。婚外子率が高ま

るのは、先進 国の一般的 な傾 向 と言 っても良いだろ う。

 これ に対 して、 日本の婚外子 率は1,4%(1997年)と 低 く、傾向 と して も増加傾 向を示 してい

る とはいえず、先進国 中、例外的 な国 と言 ってよいだろ う。 「できちゃった結婚 」 とい う俗語

は、子 どもが できた ら結婚する ものだ とい う価値観 を背後 にもち、象徴的 に、 日本の 出産行動

と家族 との関係 を示 している。未婚の子 を持つ母親 の奮闘が ドラマ化 され、注 目を集 めてはい

るが、それは統計的な判断か らす るなら 「ドラマの中の話」 とい うことになる。

 また、子 どもを育て てい く うえで も、 日本 は離婚 率 も低 い こ とも注 目され る。 離 婚率 は

1.60(1995年)で 、先進的な国では もっ とも低い値にな ってい る。 これ よ り低い国 は、韓 国

(1.19)、 シンガポール(1.18)、 タイ(0.90)な どである3)。

 家庭内暴力や児童虐待 も起 こってい るのであ り、 これ らの数字 か ら、そのまま直ちに家族 の

絆 の強 さを論 じるナイーブな議論に組 す るものではないが、こ うした婚外子率や離婚率 の際立
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った低 さは、子 どもを夫婦関係 の中で産み育てるこ とに対す る価値観 が、 日本のなかで、おそ

らく先進国 中では例外的 に強い ことを示 しているよ うに思われ る。 そのよ うな価値観 の存在 を

実証 できないに しても、事実 と して、 日本 人は圧倒的 に多 くの子 どもが家族の 中に生まれ 育て

られ ている、 とい うこ とは指摘でき る。

 もちろん、 ここでの議論はそのよ うな量的 な多 さを価値 的に高 く評価す るもので もない し、

逆 に少数者 を価値的 に意味づけて評価す るもので もない。 したがって、量的に少ないか ら、婚

外子の権利保護 を放置 して よい とい うよ うなこ とを論 じるつ もりはまった くない。権利 の問題

は少数者で あって も、 あるいは少 数者 であるが こそ、意識 され守 られ るべ きであ る。本稿 は、

あ くまで も大規模 に観察 され る行動 のパ ター ンについて論 じる ものなので、 こ うした表現 が取

られ ることを、その範囲に限って理解 して いただ きたい。本稿 での議論は少数者 の権利保護の

問題 とは異な る切 り口を持つ ものであ り、その切 り口か ら、多数派 ない し、その価値観 を絶対

視す るものであ るとの批判 を招 く心配が あるが、筆者 にはそのよ うな意図はまった くない。

 注 目したいのは、 この ように夫婦関係 と子 どもを産み育 てることに対 しては、極 めて強い関

係があ ることであ る。 おそ らく、その背後 には比較 的伝統的 な道徳、価値観 、ない し何 かを当

然の もの と自明視す る心性 のよ うなものが あると想像 され る。 しか し、 日本 人は出産行動 に関

して、全般的に、それほ ど伝統的価値観 に立 っているわけではない。例えば、中絶 に関 しては、

日本社会は きわめて ラジカル な解放 を した ことで知 られ てい る。すべての社会 が経済的 な理由

による中絶を合法化 しているわけではない。 しか も、そ の申請は病 院への 自己申告へ と簡便化

され、事実 上あ らゆ る人工 中絶は認 め られ るよ うになった。 その結果 、1950年 代 の 日本は 中

絶大国 とな り、 日本 の社会 は、推計値に よれ ば出生数以上の 中絶件 数を もって いた こ とにな る
4)
。 この ことが人 口転換 の第3段 階へ の移行 を急速 に推 し進 め、今 日の少子化 高齢化 を急 激か

つ大幅 な ものに しているこ とも良 く知 られ ている ところであ る。

 こ うしてみ る と、 日本 のおいては、出産 と夫婦関係 の結びつきの方が、人 口転換の変化 よ り

もよ り強 固だったよ うに思われ る。別 の表現 を用い るな ら、人 口転換 は、夫婦 による出産行動

の量的な側面 での変化 ではあるが、それ は夫婦 による出産行動 の質 的な変化まで を引 き起 こし

は しなか った のではないか。 も し、そのよ うに言 うことができるな ら、 ここでの、家族 変動 を

論 じるにあた っては、人 口転換 は変動 とい う事実 を作 り出 していないことにな る。

 もちろん、以上の論述はい ささか大袈裟か も しれない。 いか なる社会であろ うと、子 どもは

男女関係 において産まれ る。 これ は 自明 のことだ。 また、北欧 な どで結婚せ ずに出産 している

カ ップルの関係 は多 くの場合、子 どもの 出産以降 も継続 している。北欧を中心に婚外子が増 え

ているの は、 出産行動 と男女の関係 との結びつ きが弱ま り、混乱 してい るのではな く、子 ども

を産み育て る男女の関係 を法律制度上の婚姻関係 に しないカ ップルが増えた ことに主 な原因が

ある。 したが って、欧州の場合 、揺 らい でい るのは出産 と夫婦関係 との間ではな く、結婚 とい

う制度で あるとい うことができる。

 したが って、先の定義を さらに明確化す るな らが、 日本では出産行 動は法律制度上認め られ
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た夫婦関係 の 中で行なわれ法律上の家族 を通 じて子 育てが行なわれ ることが一般的 である、 こ

の ことは きわめて長期に渡 って大 きく変動 していない とい うことになる。以前、経済同友会は

日本 の少 子化 対策 として、婚外子の権利 を大幅 に認 めるべ きだ との主張 を したが、主張の正 し

さと しては ともか く、その背後の行動パ ターンない し価値観 が変化 しない限 り、少子化対策 と

しての効果 はほ とん ど期待で きなかった と思 われ る。

 子 どもを産み育 てる家族 とい う形 がいつ ごろか ら確 かなものになったのかについて、筆者 は

た しかな根拠 を もって論 じることはできない。おそ らく近世 の社会は、出生率 と死亡率 との関

係 に今 日と隔 た りがあ り、ア リエスが論 じた よ うに、子 どもに対す る愛情については今 日と異

なるものが あった だろ うが、先 に論 じて きた出産行動 と夫婦関係 にっいては、本 質的な違 いは

なか ったので はないか と想像 している。 もっとも、先 ほ どの定義は一般 的す ぎ るのであ り、そ

れ に当て はま らない夫婦 と出産 の形 を想像す ることのほ うが難 しいか もしれ ない。 あま りに も

一般的で非歴史的な定義に対 しては
、変動は描 きよ うが ない。

 但 し、死亡率があ る程度以上高いな どの要因によって、生まれ た子 どもが 自分 を産んだ夫婦

関係 の 中でず っと育つ ことができない ことも稀 でない とすれ ば、先の基準 を満た さない とい う

ことにな る。 こ うした ことか ら、夫婦 と出産 ・子育ての関係 は、近世社会が安定 し、あ る程度

の経済 ・生活 レベル を獲得 し、再生産 と家族 との関係が安定性 、継続性 を持 ち始 めた頃か ら確

立 した とい うよ うに、曖昧 な形で定式化す るのが 良いだろ う。

 このよ うな家族 のイ メー ジは正 しい ものなのか、それ とも近代的 なイ メー ジを投影 した もの

であ り、その よ うな家族の誕生は もっ とず っ と後の時代の ものなのか にっいての正確 な検証 に

ついては、歴 史人 口学 を専攻 され ている発表者 とコメンテー ター に委ねたい。 いずれにせ よ、

そのは じま りにつ いて、筆者 は論 じる資格 を持たない。 ここで、論 じてみたいのは、そのよ う

な家族 の収 ま りに終わ りが来たのか、まだ来ていないのか とい うことであ る。 た しかに、今 日、

家族規模 は小 さくな り、 ごく近年 に限れば、完結出生児数の トレン ドも、2か ら1へ 移 り始 め

たよ うに思われ る。東京都 の合計特殊出生率約1.0な どは再生産 を放棄 した もの と判断す る方

もあるか も しれない。 あるいは、未婚率の上昇はそもそ も夫婦関係 とい うものの地位 を相対的

に低 く してい る。

 実は、未婚 とい うテーマ はここでの範 囲を超 えるのであ り、 もし、これが今後 も増大 してい

くな ら家族 の形に変動 があるか も しれ ない。 しか し、 ここでの守備範囲で ある夫婦関係 と出産

との関係 につ いては、大 きなお さま りとい う意味では、変動 はまだ起 きていないのではないだ

ろ うか。 この変化 を決 めるのは、合計特殊 出生率ではな く、婚外子率や離婚率の変化 だ と考え

られ るか らだ。

 次 に、 シンポジウムでは、女性の労働 と家族 について論 じられた。出産行 動を規 定 している

ものの一つが女性の労働 であるこ とか ら、 ここでのテーマ との関連か らも、女性 の労働 につ い

て考察す る必要が あるだろ う。女性の労働 についての考察 は、 もっ と時間を限定 したもの にな
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る。おそらく女性の就業率が大きく変化 したのは戦後のことである。産業化以前において、農

民層においても都市民においても、女性 も就業 していた。女性の非就業がテーマになるのは実

は高度成長期の話であ り、戦後においても女性は働いていた。原純輔 と盛山和夫は 『社会階

層』のなかで、戦後の女性の労働について、名文を書かれている。筆者にはこれ以上の文章を

書く力はないので、その文章をそのまま引用 したい。

働ける家族員はすべて労働力 として動員されたので、農家の主婦のほとんどは小 さい赤ん

坊を抱えたまま農作業に従事 した。朝は夜も明けや らぬ うちから深夜までの激 しい農作業

と家事労働の連続の毎日で、少 し休めるのは雨の日と冬のあいだだけであった。そ うした

生活が1960年 代のはじめまで、具体的には耕運機 と家庭電化製品が農村地域に普及する

までの 日本の多くの女性の生活様式であったのである。(原 ・盛山1999:159)

 三輪(丸 山)明 宏は、「ヨイ トマケの歌」によって、戦争直後の日本の女性労働の一面を見

事に切 り取った。 これは今 日の男女雇用機会均等法が想定する世界とはまるで異なる世界だが、

それが戦後日本の女性労働の出発点だったのである。戦前のことなのだが、さらに興味深い例

として、炭鉱での労働がある。 日本の炭鉱では女性も炭鉱にもぐり働いていた。 ドイツのボー

フムにある炭鉱博物館は世界随一の炭鉱博物館 といえる展示をもち、その中に女性の炭鉱労働

に関するコーナーもある。そこでは、諸国の女性が周辺的な作業をしていたことが紹介されて

いるのに対して、日本に関するコーナーでは炭鉱を掘る女性たちの写真が大きく展示されてい

る。

 三浦展が、郊外文化論の文脈で論 じたように、こうした日々の労働に明け暮れ る女性たちの

間で、労働からの解放への渇望として、専業主婦願望は発展 し、高度成長期に現実化の条件を

得たものである5)。世代的には昭和一桁生まれの世代がもっとも専業主婦率が高く、経験的に

は、この世代の女性が 「働 く女性」に対 してもっとも否定的ではないかと感 じている。

 オイルショック以降、女性の就業率は再度、高ま りはじめる。地方に工場が移転 しはじめた

ことと、家計補助の要請の高まった主婦のニーズが重な り、主婦パー トが定着しはじめる。や

がて、女性の高学歴化 と事務職での就業が本格化 し、雇用均等法の時代に進んでいく。 この側

面だけに注 目すると、近年の変化だけに注目するならば、女性の就業率は近年、急速に上昇 し

ているように思われるが、長い傾向としてみるならば、女性の半数程度はずっと働いてきたの

である。1950年 の国勢調査での農業人 口は凡そ50%で あり、農業等の自営や家族従業の就業

形態は一般的であった。こうした就業上の地位が、雇用労働者化 していく段階で、一時的に、

女性の非労働力化が進んだが、むしろそれは長いスパンで見れば、例外的な現象だったのでは

ないだろうか。

 今 日では、就業形態の多様化が言われ、様々な非典型的雇用形態での就業、とくに女性の非

典型的な雇用形態での就業が広まっている。 しか し、日本の雇用労働者比率は8割 とい う段階
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にまで達 しているので あ り、それ が、例 えば1960年 代や70年 代的な意味での正社員 として働

く姿は、考 えに くく、 よほどの高度成長が再度到来で もしない と、その よ うな雇用 の実現 は難

しいだろ う。多様 な就業形態の うち、正社員性 を持つ ものが男性で、持 てない ものが女性 であ

る、 とい う 「男女差別」は もちろんあってはな らない。 この点では、変化が起 こるべ きだが 、

とにか く様 々 な形 で人 口の50%台 の人が働 く姿 とい うのは 、産業国 にお いて も普通の姿なの

である。

 社会 史上 の概念で は、近代家族 と言 えば良いのだろ うか。婚姻 関係 のパー トナー とその子 ど

もとい う関係 によ り家族が形成 され、感情的な結びつ きをもってい る家族 の姿。 この姿 は、 日

本 では、先進 国中、もっとも揺 さぶ られてお らず、人 口の再生産や女性 の労働 につ いて、簡単

に見た限 りでは大 きな変動 を遂げていない とい うのが、ここでの結論にな る。
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